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震災復興・地域活性化とＩＣＴ

□ 重層的な情報伝達手段の確立

□ 情報連携基盤の構築

□ 地域情報通信基盤の持続性の確保

✔
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震災時に利用した情報通信の評価

0%
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80%

震災発生時

震災直後

4月末まで

震災発生時には、AM
ラジオの評価が最も高
く（60.1％）、次いでFM
ラジオが続いている。

震災当初はラジオが唯一の情報入手
手段であった。しかし、地域の被災状
況などが分からず、津波被害がいかに
大きかったのを知るのも遅れた。誰が
何をしているのか分からず非常に不安
になった。

震災直後には、携帯電話、携帯メール、地
上波放送の有用性に対する評価が時間の
経過とともに向上し、4月末には、これらの
情報通信の有用性がラジオを上回った。

震災発生時から4月末に至る
中で、行政機関・報道機関の
ホームページや検索サイト等に
対する評価が向上している。

電話電話・メール 放送放送 インターネット そ 他その他

(N=328)

（出典）総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（１２年３月）

震災発生時→震災直後（震災発生から約１週間後）→４月末
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東日本大震災の被災者アンケートの結果

津波から地域を守るために必要なこと【最も重要なもの】 安否の確認をした手段【同居している家族】

出典：平成23年東日本大震災における避難行動等に関する面接調査
内閣府「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」資料より

緊急地震速報の見聞き 情報の入手先【大津波の津波警報】
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情報通信環境に関するニーズ
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7.7%
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0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段

（戸別防災無線等）の整備

放送による地域情報の提供

ライフラインの1つとしての

携帯電話の重要性

代替・補完手段としての

衛星電話の必要性

通信手段（特に携帯電話）を

確保するための電源の重要性

通信インフラの可用性、

信頼性、冗長性等の確保

通信手段の迅速な復旧・整備

情報の正確性、情報配信

方法の多様性の確保

情報の集約、一元管理化

インターネットの効用

インターネットの課題

紙媒体の活用

ライフランとしての電源確保

の重要性等 (N=194)

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ

防災無線

放送

通信
インフラ

インターネット

その他

41.3%

57.1%

1.7%

聞こえた 聞こえなかった DK/NA

(N=303)

防災無線による情報収集の可否 防災無線から得られた情報

 近辺に防災無線が
なく聞こえなかっ
た。

 聞こえた気がする
が耳に入らなかっ
た。

12.8%

65.6%

24.0%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80%

地震発生

津波到来

津波の高さ

その他

(N=125)

（出典）総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査結果」（１２年３月）

携帯電話の普及
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防災行政無線に関する報道例①

読売新聞 平成23年9月3日
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防災行政無線に関する報道例②

朝日新聞 平成23年11月11日
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複数の情報伝達手段の利用に関する報道例

日本経済新聞 平成24年5月30日
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多様化・多重化されたネットワークのイメージ（例）

◆災害関連情報
・被害状況
・避難指示・勧告
・避難所情報 等

◆防災警報
・地震情報
・津波情報
・火山情報
・気象情報 等

インターネット

携帯電話
（エリアメール）

無線システム等

（Ｗｉｆｉ等）

都道府県 住民・来訪者

災害情報
集約・配信機能

放射線観測情報

地図情報

災害情報
配信機能

地上波テレビ
ケーブルテレビ

ラジオ
(コミュニティＦＭ）

気象関連情報

道路交通情報

河川関連情報

◆災害情報集約・配信
◆被災者支援システム
◆ハザードマップの提供

等

Ｊ－ＡＬＥＲＴ

多様・多重な
伝達手段

市町村

防災行政無線
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防災情報通信基盤整備事業（H25年度要求）

【施策の概要】

○避難指示・勧告等の緊急度の高い情報や、災害発生時の被害状況や避難所情報等、各種災害関連情報を

地図情報等により集約・共有し、テレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット等の多様なメディアを通じて一括し
て提供するシステムを地方公共団体が整備する場合に、その費用の一部を補助する。

補助対象：地方公共団体（①都道府県、②同報系防災行政無線を所有せず財政力の低い市町村）

補助率：２／３

補助対象経費：災害情報の集約・配信のためのシステム機器、システム開発費（下図赤丸点線部）

■防災情報通信基盤整備事業 【H25年度予算要求額：約50億円（復興対策枠）】
全ての国民が災害関連情報を確実に入手できるよう、地方公共団体から住民等に対する多重化・
多様化された情報通信基盤を整備し、耐災害性の高い情報伝達体制を構築する。

防災情報通信基盤

災
害
情
報
配
信
機
能地図情報

◆災害情報集約
◆被災者支援システム
◆ハザードマップの提供 等

災害情報集約機能 住
民
・来
訪
者

携帯電話

県域放送
ＣＡＴＶ

ラジオ
ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭ

パソコン

他者取得情報を含
む、様々な災害関連
情報を地図情報に
取り込み、災害時の
状況把握・政策判断
の迅速性・正確性を
向上させる。

テレビ・ラジオ・メー
ル・ＨＰなどの多様
なメディアに簡単な
操作で一括配信を
行い、様々な状況下
にいる住民への情
報伝達の確実性を
向上。

避難指示・勧告
近隣自治体情報

協定企業情報

避難指示・勧告
近隣自治体情報

河川情報
放射線情報

道路交通情報
協定企業情報

・
・
・
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情報発信主体

パソコン

多様なメディア
から情報提供

情報を収集・フォーマット変換

デジタルＴＶ

パソコン

携帯電話

生活者（住民）

データの交換方式の統一

「公共情報コモンズ」とは、ＩＣＴを活用して、災害時の避難勧告・指示など地域の安
心・安全に関するきめ細かな情報の配信を簡素化・一括化し、テレビ、ラジオなどの
様々なメディアを通じて、地域住民に迅速かつ効率的に提供することを実現するもの。

〔（一財）マルチメディア振興センターが運営〕

災害情報等の授受を共通化する仕組みとして
①情報の収集・配信等の機能
②データの出力方式に合わせた変換機能
を有する災害情報基盤システム

情報を提供

（調整中）

（調整中）

公共情報
コモンズ

公共情報コモンズの活用

【地方公共団体】
・避難情報
（準備、勧告、指示）

・避難所情報
・災害対策本部設置情報
・被害情報
・土砂災害警戒情報
・お知らせ（イベント）情報

※情報発信を検討中
【交通関連事業者】
例：交通機関

運行（運航）情報

【ライフライン事業者】
（ガス・水道等）
例：ライフライン

復旧見通し情報
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震災復興・地域活性化とＩＣＴ

□ 重層的な情報伝達手段の確立

□ 情報連携基盤の構築

□ 地域情報通信基盤の持続性の確保

✔
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12

■ sinsai.info

・ 建物レベルで、被災地情報（避難所、物資、消息、インフ

ラ）が閲覧可能。

・ 主な使用データ提供元

－国土地理院

■ 自動車運行実績情報マップ

・ 被災地域内での移動の参考となる情報を提供。

・ 主な使用データ提供元

－本田技研工業株式会社（インターナビ・プレミアムクラブ

－パイオニア株式会社（スマートループ渋滞情報）

提供者：(社)オープンストリートマップ・ファウンデーション・ジャパン
参考URL： http://www.sinsai.info/ushahidi/

提供者：Google
参考URL：http://www.google.co.jp/intl/ja/crisisresponse/japanquake2011_traffic.html



情報流通連携基盤の実現

これまでのＩＣＴ総合戦略 今後のＩＣＴ総合戦略

ＩＣＴ利活用の推進

ＩＣＴ基盤（インフラ）の構築

行
政

医
療

教
育

（
個
別
分
野
）

・・・

ＩＣＴ利用環境の整備

研
究
開
発
等
の
推
進

ＩＣＴ利活用の推進

ＩＣＴ基盤（インフラ）の構築

行
政

医
療

教
育

（
個
別
分
野
）

・・・

ＩＣＴ利用環境の整備

研
究
開
発
等
の
推
進

情報流通連携基盤の実現
データ様式の共通化、APIの提供等を通じた「オー
プンデータ環境」の実現

「縦軸」の
情報化

「横軸」の
取組強化

今
次
震
災
で
の
経
験

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
市
場

に
お
け
る
環
境
変
化
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オープンデータ戦略の３つの狙い 14

2012年度は、公共交通、地盤、災害、青果物、水産物の各分野のデータについて、実証実験を行い、共通ＡＰＩ（第１版）等を策定する。

・精密ハザードマップ
・３D地下構造図
・災害予測シミュレーション
等の新サービス

国のボーリングデータ

【現状】 【オープンデータ化】
Smart Train/Smart Bus（スマホアプリ）

自治体のボーリングデータ

車両や駅の
混雑データ

気象データ
（雨、温度等） ・複数の公共交通機関の運行情報をリアルタ

イムに提供（→遅延情報等も勘案した最適
ルート、終電乗り継ぎ案内等）

・各車両毎の温度や混雑状況、バリアフリー
状況等を一覧的に提供

運行情報

気
象
庁

自
治
体

除雪関連データ
除雪計画道路
除雪済経路

除雪状況と今後の積雪見通し

＜雪害時の行動判断＞

6
5 7

＜最寄の避難所への避難＞

震度・津波と避難所情報

地震・津波データ
震度速報
震源・震度に関する情報

生活・施設データ
施設情報
宿泊所

トレーサビリティサービス

農場

流通業者

消費者

流通情報

栽培情報

品質情報

生産者

生産地

品目

取引時刻

流通場所

業者名

購入場所

購入日時

code

code

評価情報

共
通
Ａ
Ｐ
Ｉ

共
通
Ａ
Ｐ
Ｉ

共
通
Ａ
Ｐ
Ｉ

共
通
Ａ
Ｐ
Ｉ

公共交通関連情報 ボーリング（地盤）データ

災害関連情報 青果物・水産物の安全安心情報

農薬、肥料、
放射線量等

① 価値あるデータの連携による創造的新事業・サービスの創出促進
② 国民、産業界にとって有益な情報が広く容易に入手可能
③ 政府の透明性の確保及びそれを通じた行政運営の効率化



１．現状と課題

○ 東日本大震災においては、復興支援制度情報が外部サービスで利用できるＡＰＩが公開されたり、生データの公開により
節電に関する多くのアプリケーションが第３者により開発されるなど、
データを有効活用する取組が一部で見られ、二次利用可能な形式での
データ提供の重要性が認識された。

２．東日本大震災での経験

○ 国・自治体の災害関連情報については、ホームページ等で公開されているものの、多くはPDFや画像ファイル等の形式で
公開されていて、コンピュータ加工による二次利用がしにくい（人手による再入力が必要）。

○ また、コンピュータ加工できるデータ形式（Excel、csv等）で公開されている場合でも、国・自治体によってその形式がバラバ
ラであり、情報の収集や整理に多くの時間が必要、横断的な二次利用もできない。

○ 災害関連情報を、生データかつ機械（コンピュータ）判読可能な形式で公開すべき。
○ 機械判読可能な形式で公開された生データについて、データ形式の標準化を進めるなど、様々な主体が加工・検索・共

有でき、流通・利活用をしやすくするための仕組みづくりについて検討すべき。

３．課題解決の方向性

【参考】
総務省では、本年度より、①情報流通連携基盤共通ＡＰＩ※（データモデル・データフォーマット、共通ボキャブラリ等）の確立・国際標準化、

②データの２次利用に関するルール（データガバナンス方式）の策定、等のための実証実験を推進しているところ。
（平成24年度予算額）
・情報流通連携基盤構築事業（一般会計）： ３００百万円（来年度も同規模の予算を要望中）
・情報流通連携による災害時生活安全確保事業（東日本大震災復興特別会計）： ６０１百万円（来年度も同規模の予算を要望中）

※共通ＡＰＩ（Application Programming Interface）：情報・データの相互運用性を確保するための共通データ形式や通信規約

 電力の使用状況を
可視化したアプリ

 復興支援制度が横断検索
できるサイト

 自治体のハザードマップ（多くはＰＤＦ形式）

災害関連情報の連携基盤の強化 15



（１）気象庁データ

○ アメダス、降水ナウキャスト（５分毎の予測）、土壌雨量指数（土砂災害の危険
度）等の気象庁データは、世界気象機関（ＷＭＯ）で定められたフォーマット（ＢＵ
ＦＲ、ＧＲＩＢ２）で提供されている。

○ このため、こうした気象データを自治体の避難所情報やハザードマップ等と効
率的にマッシュアップするには、上記フォーマットを共通ＡＰＩのデータ規格に変換
することが必要であり、そのための開発・実証を気象庁との連携のもと行う。

※平成24年度においては、既に汎用的なＸＭＬフォーマットで提供されている気象情報（気象警
報・注意報、天気予報、地震・津波情報等）を活用した実証実験を行う予定。

（２）内閣府（防災担当）の「総合防災情報システム」で収集している災害関連データ

○ 「総合防災情報システム」は、政府における災害発生状況の把握や意思決定
の支援のため、防災情報を地理空間情報として防災関連府省庁間で共有するシ
ステム（平成17年度から運用中）。

○ 「総合防災情報システム」が集約している情報の中には、オープンデータとして
二次利用が可能な形式で発信することにより、そのデータが地図情報のほか、
様々な他の情報とマッシュアップした防災向けアプリケーションの作成に有益な
情報も多い。

○ 「総合防災情報システム」で収集している情報のうち、外部公開や二次利用等
が可能なデータについて、分野を横断したデータの流通・連携を容易にするため
には、共通APIのデータ規格に変換することが必要であり、そのための開発・実
証を内閣府（防災担当）との連携のもと行う。

※災害関連情報の二次利用イメージの可視化にあたっては、災害発生時にのみ対応したアプリ
ケーションでは活用されない可能性があるため、平時から活用できるものの在り方についても検
討する。

１．国の災害関連情報の有効活用を促進するための実証実験

「情報流通連携による災害時生活安全確保事業」 H25年度の実施内容案①

解析雨量

雷ナウキャスト
（ＧＲＩＢ２）

降水ナウキャスト
（ＧＲＩＢ２）

気象庁データの例

総合防災情報システム
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「情報流通連携による災害時生活安全確保事業」 H25年度の実施内容案②

（１）自治体ホームページにおける災害関連情報の自動抽出及び共通API対応化
の実証
○ 自治体の行政情報のうち、避難所情報、河川情報、土砂災害情報等の災
害・防災関連情報については、ホームページ等で公開されているものの、デー
タ形式等は個々別々であり、これらの情報を効率的に、横断的かつ自動連動
できる災害アプリケーション等の開発を可能とするためには、これらの自治体
の災害関連情報の共通API対応化が必要。

○ 一方、多くの自治体で、災害・防災関連情報の共通API対応化を早急に行う
ことは困難。

○ このため、自治体等における災害・防災関連データについて、自治体の既存
システムの修正を行うのではなく、自治体ホームページにおける情報を定期的
に自動収集・抽出（クローリング及びスクレイピング）することにより、データを
意味のある形式（共通APIのデータ規格）に変換する手法の開発・実証を行う。

○ 併せて、災害関連情報については、そのデータが流通・連携する際に、その
信頼性が担保されることが必要であるため、災害関連情報の信頼性確保のあ
り方（改ざん防止技術、データの出所や時点が特定できる技術等）についても
調査・実証を行う。

（２）自治体ハザードマップのオープン化モデルの開発・実証
○ 多くの自治体においては、地震、土砂崩れ、浸水、津波等のハザードマップ
を公開しているが、その殆どがPDF形式での公開となっており、ハザードマップ
に掲載されている有用なデータの二次利用やその他の情報とのマッシュアッ
プが困難となっている。

○ このため、自治体ハザードマップのオープン化モデルを開発・実証する。具
体的には、自治体ハザードマップに掲載される情報について、共通APIのデー
タ規格によりオープンにすることで、ハザードマップの掲載情報（例：避難所、
消防署、警察署等の位置、急傾斜地崩落危険箇所等）を他の地図情報等と
マッシュアップするなどの二次利用を行いやすくすることを目指す。

２．自治体の災害関連情報の有効活用を促進するための実証実験
自治体ホームページの例

自治体ハザードマップの例（ＰＤＦ形式）
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自治体内情報連携基
盤

医療情報連携基盤
広域官民情報連携基

盤

自治体クラウド

被災医療健康情報
（携帯電話でアクセス） 医療クラウド

（電子カルテ、医療サービス需給マッチング）

政府（情報連携支援）

政府情報のデジタル提供
（オープンガバメント）

分散した被災者との
情報共有基盤

被災地の情報発信
（要支援情報の提供）

需給マッチングシステム
（情報のフィルタリングシステム）

被災情報の集約化

海外情報発信 国内情報発信

支援自治体との情報連
携

ＮＰＯ活動クラウド

リアルタイムベースの
行政情報

復旧復興プロセスの「見える化」

県・地方自治体への
必要な支援

（各府省の連携）

金融機関システム
（一時金、義援金、保険金等）

デジタルサイネージ等を活用した
避難所情報連携システム



マイナンバー制度への対応

マイナンバー制度が円滑に活用されるための準備として、官民の情報連携基盤の整備や
自治体業務の業務プロセス改革等を実施し、電子行政サービスの向上を図る。
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クラウドサービスの普及をクラウドサービスの普及を
図るべき分野

・クラウドサービスの普及促進と
これを阻む制度的要因の除去

・安心にクラウドサービスを利用可
能な環境整備
・国際的なルール作り等

・クラウドサービスを活用した社会
システム全体の効率化、高付加
価値化等（スマート・グリッド、次
世代ＩＴＳ、ＩＰｖ６広域センサー
ネット、橋梁管理、空間コード等）

・クラウドサービスを活用した事
業の効率化、低廉な新事業の
立ち上げ等を通じた地域経済の
活性化

医療、教育、農林水産業における医療、教育、農林水産業における
ＩＣＴの利活用の徹底

スマートクラウド基盤の構築
による社会インフラの高度化

中小企業・ベンチャー企業等

（例）

■医療クラウド：医療情報の蓄積を通じた
新薬の開発や新たな治療法の確立、
緊急医療体制の確立 等

■教育クラウド：教育手法とその効果に関
する大量の情報から、効果的な教育手法
の開発、デジタル教材の全国提供、校務
活動の負担軽減 等

■農業クラウド：農業従事者のノウハウを
蓄積し、新たに農業に参入する従事者が
活用 等

■地域クラウド：地方の公共サービスの重
要な担い手であるＮＰＯ法人等が利用可
能な「ＮＰＯとクラウド」の構築支援 等

（例）

■リアルタイムの膨大なストリームデー
タを統合化し、情報流、物流、金融
流、エネルギー流等を最適制御する
「スマート・クラウド」基盤の構
築

（例）

■中小企業なプラットフォーム：地
域を越えた中小企業等によるクラ
ウド上での協働を可能とするマッチ
ング機能等の提供

■クラウドを活用したサプライ
チェーンの効率化を通じた物流の
効率化

クラウドサービスの普及を図るべき分野 20



震災復興・地域活性化とＩＣＴ

□ 重層的な情報伝達手段の確立

□ 情報連携基盤の構築

□ 地域情報通信基盤の持続性の確保✔

21



• いずれかの分野で地域ICT利活用事業を実施している自治体の割合は83.5％

• 全分野の実施率の平均は、27.4％

• 分野別には、防災、教育における実施率が高い。

【出典】総務省「ＩＣＴ利活用システムの普及促進に係る調査研究」（平成23年）
（調査対象：全国の自治体。ただし、東北地方を中心とした一部地域を除く。）

医療・

介護
福祉 教育 防災 防犯 観光 交通

農林水

産業振

興

産業振

興（農

林水産

業を除

く）

雇用

地域コ

ミュニ

ティー

いずれ

か1つ以

上の事

業を実

施

全分野

平均

実施 13.7% 35.3% 51.5% 59.2% 45.0% 19.3% 16.7% 17.3% 8.1% 11.7% 23.1% 83.5% 27.4%
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地域ＩＣＴ利活用の取組状況 22



36.5%

40.4%

15.9%

48.2%

55.5%

55.3%

0% 20% 40% 60% 80%

自治体の要員不足

自治体のノウハウ不足

費用対効果が見合わない

費用対効果が不明確

導入コストが高い

運用コストが高い

地域におけるＩＣＴ利活用に関する課題

■ＩＣＴ利活用事業における地域の課題解決の考え方
（実施自治体）

 ICT利活用事業を実施している地方自治体では、
約４分の３がICTによる地域の課題解決について

一定の成果を認識

 一方、事業未実施の地方自治体では、約半数で
有効かどうか判断がついていない状況

出典：総務省「ＩＣＴ利活用システムの普及促進に関する調査研究」（２０１１年３月）※自治体アンケート調査

■ＩＣＴ利活用事業における地域の課題解決の考え方
（未実施自治体）

■地域ＩＣＴ利活用における課題
（実施自治体）

■ＩＣＴ利活用事業における他団体からの
参画のメリット （実施自治体）

 ICT利活用における課題として、地方自

治体の半数以上が「運用コスト・導入コ
ストが高い」ことを挙げている

 このほか、要員・ノウハウの不足も課題
として挙げられている

 地方自治体のICT利活用事業への

他団体の参画によるメリットとして
は、利用者のニーズ把握やノウハウ
等の情報にあると回答している

■地域ＩＣＴ利活用における課題
（未実施自治体）

40.2%

43.2%

15.3%

45.9%

51.7%

52.1%

0% 20% 40% 60% 80%

自治体の要員不足

自治体のノウハウ不足

費用対効果が見合わない

費用対効果が不明確

導入コストが高い

運用コストが高い

費用

費用対
効果

要員・
ノウハウ

費用

費用対
効果

要員・
ノウハウ
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地域情報化の人的基盤における課題

※１ 全国市町村に対するアンケート調査（総務省２０１１年） ※２ 総務省補助事業等実施地方公共団体等に対するアンケート調査（総務省２０１１年）

 外部からの人的支援の有効性
※２

 有効と思われる人的支援形態※２

（支
援
期
間
・形
態
）

（求
め
る
能
力
）

 求める人的支援内容※１

（複数回答有）

○ ネットワークの整備により地域間格差の是正が進んだが、知識・経験やノウハウを要
するＩＣＴの利活用には依然として地域間格差が存在。

○ 自治体としては、ＩＣＴ利活用に関する最新知識や事業のマネジメント能力を有する
外部有識者によって、構想・計画の策定段階から長期にわたり人的支援を受けることを
期待している。
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ICT地域マネージャー制度（平成２４年度～）

ＩＣＴ基盤・システムを利活用して効率的・効果的な事業の運営を検
討する地域に対し、実務的・技術的ノウハウ等を有するＩＣＴ人材を
中長期にわたり派遣。
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ICT地域マネージャー派遣地域（平成２４年度）

①北海道ニセコ町
内容：ニセコ町のWi‐Fi整備
派遣：金平 勲氏

②岩手県住田町
内容：ICTを活用した情報発信策
派遣：岸本 晃氏

④山形県
内容：県内市町村向け情報化教育
派遣：（１）河井 孝仁氏

（２）酒井 紀之氏
（３）服部 監也氏

③宮城県登米市
内容：情報発信強化策
派遣：葛西 純氏

⑤栃木県大田原市
内容：地域ICT総合推進計画策定
派遣：武城 文明氏

⑥栃木県小山市
内容：統合型基幹系システム構築
派遣：武城 文明氏

⑨石川県珠洲市
内容：情報発信強化策
派遣：大薮 多可志氏

⑩福井県大野市
内容：災害時の有効なシステム構築
派遣：吉田 稔氏

⑭高知県黒潮町
内容：情報化計画策定
派遣：川島 宏一氏

⑮熊本県球磨村
内容：行政等のICT活用策
派遣：広岡 淳二氏

⑯長崎県壱岐市
内容：地域振興のＩＣＴ活用策
派遣：升屋 正人氏

⑫香川県宇多津町
内容：観光情報発信策
派遣：高木 治夫氏

⑪大阪府羽曳野市
内容：地域の情報発信体制強化策
派遣：高木 治夫氏

⑧東京都八王子市
内容：情報化計画策定
派遣：米田 宗義氏

⑦群馬県
内容：救急医療情報化システム構築
派遣：円城寺 雄介氏

⑬愛媛県今治市
内容：ブロードバンド整備
派遣：坂本 世津夫氏

26



ハード層
（機器、ネットワーク）

情報流通連携基盤
（プラットフォーム）

医
療

教
育

行
政

アプリケーション
層

ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ

サービサー

ＮＰＯ
（専門家）

地方自治体連携

設計・構築・運用

地域住民大 学

域学連携

システム 持続可能な運用体制

27



④ 人材育成

① 防災情報通信基盤の
整備

③ 低コスト化

② 情報流通連携基盤の
構築

ICTを活用した地域活性化：今後の政策課題

○ 災害時にすべての住民が情報を確実に入手でき、
耐災害性の強い情報通信基盤をどのように構築し
ていくか。

○ 有事と平時の連携をどのように確保していくか。

○ 行政、医療、教育、農業等の分野の連携を実現し、
多様な情報の流通・利活用を円滑化するための共
通基盤をどのように確立していくか。

○ 公共データの活用をどのように進めて行くか。

○ クラウドを実装し、低コストで情報システムを利用
できるようにするスマート社会をどう構築していくか。

○ 医療費の削減など、社会システム全体の効率化・
高付加価値化をどう実現していくか。

「防災情報通信基盤整備」
・多様なメディアを多重に活用した情報配信機
能を有する基盤を整備する自治体を支援。

「情報流通連携による災害時生活安全確保」
・災害関連情報を生データかつ機械判読可能な
形式で公開するよう標準化を推進。

「オープンデータ戦略」
・個別分野ごとの「縦軸」の情報化から分野・
領域に閉じない「横」の連携を推進

「電子行政オープンデータ戦略」
・公共データの活用について民間と連携して実
証事業等を実施し、環境整備を推進

「ＩＣＴスマートタウンの実現」
・クラウド等のICTを社会実装した新たな街づ
くりの確立に向けた実証プロジェクトを実施

⑤ プロジェクトの維持可
能性

○ 地域におけるニーズとシーズのミスマッチをどう解
消していくか。

○ 地域内の協働環境をどう構築していくか。

「地方局を場としたマッチングの促進」
・総合通信局等を中心に地域ニーズとサービス
事業者等との交流の場を提供。

「『域学連携』地域づくり支援事業」
・自治体が大学等と連携して行う地域おこしの
取組に必要な経費の一部を特別交付税措置

○ ノウハウの不足する地域に対して、有識者による
効果的なサポートをどう提供していくか。

○ ＩＣＴ利活用の知見やノウハウをもつ高度人材をど
のように育成していくか。

「地域情報化アドバイザー（短期）」
・知見、ノウハウをもつ有識者を短期間派遣。

「ＩＣＴ地域マネージャー制度（中長期）」
・中長期にわたって有識者を派遣し、地域の情
報化の取組を継続的に支援。

５つの課題 具体的な課題例 具体的な施策例
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情報流通連携基盤（API策定等）の構築によるデータ連携

クラウドを実装したスマート社会の構築

中央政
府

地方
自治体

医療 介護 健康 A県 B県 生産
現場

流通

■オープンデー
タ流通推進

コンソーシアム

セキュリティ強化

パーソナルデータの保護・活用

■防災情報通信
基盤

整備事業

安心ネット環境 環境負荷軽減
新規事業創出
（グローバル展開） 地域振興

防災基盤整備

行 政 医療・介護・健康 教 育 農 業

クラウドを実装したスマート社会の構築
（社会システム全体の効率化・高付加価値化）

グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
（
政
策
協
調
・
国
際
標
準
化
の
推
進

等
）
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